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南部スーダン生活･経済基盤整備協力プログラム形成調査 協準

ジュバ市交通網整備計画 開発計画 3.03

スキーム協力プログラム名 協力プログラム概要 プロジェクト名

人々の生活と持続的な経済成長を下支えす
るための基幹となる運輸インフラ、特に首都
ジュバを中心とした広域インフラ整備を支援
する。また、これまで我が国の支援がジュバ
に集中してきた状況に鑑み、地域間格差の是

対南スーダン共和国　事業展開計画

【外交政策上の特記事項等】
 ●南北スーダンの安定はアフリカ全体の安定に直結するとの認識の下、我が国の開発協力の重点分野の一つ「平和への投資」のアフリカにおける最重点国の一つとしての位置づけ、及び人間の安全保障の向上を図る観点から、引き続き支援を積極的に推進する。
 ●２０１１年１月に実施された住民投票の結果、南部の分離独立が決定され、７月９日に南スーダン共和国が独立した(我が国は同日付で国家承認を行うとともに、外交関係を開設。)。
 ●アビエ地域の帰属については未だ決定されていない。
 ●南スーダンでは国際機関等邦人職員が約１５名、日本のＮＧＯで約１５名（９団体）が活動している。

新国家建設支援(インフラ整備・ガバナンス能力強化)

【開発課題への日本の対応方針】
CPA以降我が国が継続的に取り組んできた、道路･橋梁、河川港といった人々の生活や経済活動に直結する基礎インフラの整備
と運営維持管理能力の強化を継続的に実施する。また、これまで我が国の支援がジュバに集中してきた状況に鑑み、地域間格差
の是正を通じた一層の平和の定着に向けて地方での取組みを強化していく。
政府能力強化に関しては、2010年9月17日にブラッセルで開催された「南部スーダン政府能力強化ハイレベル会合」において、
GOSS財務大臣より最も優先順位の高い分野として提案された7分野のうち、2010年11月に実施した「南部スーダン行政能力強化
に係る基礎情報収集・確認調査」を踏まえ、税関及びメディア分野での支援を実施する。

【現状と課題】
南スーダン共和国では、独立前の20年にわたる長期の内戦により、基礎インフラがほとんど整備されていないか破壊されたために、十分な基礎
社会サービスが提供されず、国民の基礎生活環境は著しく悪化した。南スーダンは食糧や物資を北部や近隣諸国からの輸送に頼っているが、
それらを結ぶ運輸インフラは深刻な状況であり、南北包括和平合意(CPA)以降各ドナーの支援によりインフラ整備が進められてきてはいるもの
の、依然として運輸交通を含めた生活・経済基盤整備が急務となっている。
また、2005年1月に成立したCPAに基づき、同2005年10月、「1国2制度」の枠組みのもとで南部スーダン政府(Government of Southern Sudan、以
下GOSS)が発足後、これまで国際社会による支援により、暫定憲法の制定、自治権を有する政府としての組織・制度作り及び法体系の整備等が
段階的に進められてきたが、2011年7月に独立を果たしたものの、20年にわたる長期の内戦の影響から深刻な人材不足が生じており、新国家建
設を担っていく行政能力の強化が喫緊の課題となっている。

備考

実施期間
支援額

（億円）

ジュバ市道路橋梁整備計画 無償 18.73

南部スーダン・ナイル架橋建設計画準備調査 協準

南部スーダン・ジュバ市持続的な道路維持管理能力強化プロジェクト 技プロ

ジュバ河川港拡充計画準備調査 協準

ジュバ河川港拡充計画 詳細設計 0.75

ジュバ河川港拡充計画 無償

南部スーダン内水輸送運営管理能力向上 技プロ 6.50

南部スーダン政府能力強化 個別専門家

南部スーダン・メディア技術支援 国別研修

南部スーダン警察支援 マルチ 2.26 UNDP経由

民主化支援（総選挙、住民投票） マルチ 18.02 北部スーダンを含む

スーダン南部等における地雷･不発弾処理及び地雷回避教育 マルチ 3.60 UNMAS経由

新国家の機能整備に当たり、ガバナンスに係
る課題等が山積している現状に鑑み、行政能
力強化、民主的国家建設の推進を支援す
る。また、新国家の機能整備の前提となる社
会安定化のための諸政策（治安能力強化、
DDR促進、地雷･不発弾対策推進、民主的選
挙実施）推進を図る。

新国家建設支援(インフ
ラ整備・行政能力強化）

に集中してきた状況に鑑み、地域間格差の是
正を通じた一層の平和の定着に向けて地方
での取組みを強化していく。

インフラ整備プログラム

行政能力強化プログラ
ム
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基礎的技能・職業訓練強化計画 技プロ 5.80

基礎的技能・職業訓練強化計画フェーズ２ 技プロ 6.00

ジュバ職訓センター（MTC)拡張計画 無償 11.29

南部スーダン・ジュバ市内におけるストリートチルドレンを支援する現地
NGOの能力強化及びネットワーク強化事業

草の根技協 ＮＧＯ支援（ＪＣＣＰ）

基礎生活向上支援（BHN）

【現状と課題】
（教育・職業訓練）
南スーダンの初等教育純就学率は44％（2010年Education Information Management System）ときわめて低い上、地域間格差も大きく、学校の不
足や資格をもつ教員の絶対数の不足等、深刻な状況が続いている。
技術教育・職業訓練については、20年にわたる内戦期間中に人材育成がほとんど行われてこなかったため、復興・開発事業を担うべき技能を
持った人材が極度に不足している。
（水･衛生）
南スーダンの継続的に安全な水にアクセスできる人口の割合は55％と極めて低く、都市部（67％）と農村部（53％）との格差も依然大きい（2009年
National Baseline Household Survey）。
また、人口増加の激しいジュバでは廃棄物がいたるところに投棄され、異臭を放ち衛生面で深刻な問題となっており、廃棄物収集体制の早期確
立は喫緊の課題となっている。
（保健）
南スーダンの乳児死亡率は1000対102、5歳未満児死亡率は1000対135、妊産婦死亡率は10万対2,054といずれも世界でも劣悪な水準である
（2006年Sudan Household Health Survey）。当国では施設及び医療従事者の数が圧倒的に不足（人口800万に対し、医師225名、医療助手443
名、看護師1335名）し、教育・研修レベルも不十分であり、医療施設へのアクセスが限られている（25％程度）のが大きな課題である。

【開発課題への日本の対応方針】
（教育・職業訓練）
初等教育において、国際機関やＮＧＯと連携した学校建設を進めるとともに、教員の質を高めるため、特に理数科分野での現職職
員研修を実施する。
職業訓練に関しては、南スーダンの人々の復興事業への参画及び生活の安定に資する技能の獲得を目的とし、ジュバの職業訓
練センターを中心とした各種職業訓練プロバイダーの施設整備・能力強化を行う。
（水・衛生）
ジュバにおいては、給水事情の改善に向けた施設整備と南部スーダン都市水道公社の水道事業運営管理能力強化を実施し、地
方部においてはＮＧＯや国際機関と連携し、井戸建設等を通じた水へのアクセス改善に貢献する。
併せて、首都ジュバにおける廃棄物管理にかかる行政能力の強化を行う。
（保健）
保健行政能力の強化とパイロット的な保健人材育成研修の実施を通じ、南スーダンの保健分野の現場のニーズに基づく人材育成
を保健省・州保健省が主体となり効果的に実施していくための能力強化を行う。

協力プログラム名 協力プログラム概要 プロジェクト名

職業訓練・基礎教育プ
ログラム

備考

職業訓練教育訓練体制の強化、初等教員の
指導力強化と関連施設の充実を図る。

スキーム
支援額

（億円）

実施期間

南部スーダン理数科教育強化プロジェクト（SMASESS） 技プロ 3.50

南部スーダンにおける帰還民統合及びホスト・コミュニティ支援のための
教育施設建設計画

無償 9.47

地方部での学校建設･修復（年間1件程度） 草の根無償

ジュバ市水供給システム改善計画準備調査 協準

ジュバ市水供給システム改善計画 無償 38.69

南部スーダン都市水道公社水道事業管理能力強化プロジェクト 技プロ 3.52

南スーダン地方部での給水施設整備･衛生教育 日本NGO（JPF）

ジュバ廃棄物管理能力強化プロジェクト 技プロ

南部スーダン戦略的保健人材育成プロジェクト 技プロ 3.50

小児感染症予防計画 無償 8.70

基礎生活向上支援

保健医療プログラム

水・衛生施設整備及び維持管理能力強化を
行うとともに、水・衛生行政能力の向上を図
る。

基礎保健医療サービス提供範囲の拡大と質
の向上を目指し、保健人材の能力強化、感染
症対策に取り組むとともに、保健行政能力の
向上を図る。

水・衛生プログラム
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ジュバ近郊平和の定着に向けた生計向上支援 技プロ 3.90

南部スーダン農業・生計向上改善協力プログラム準備調査 協準

農業普及 個別専門家

【開発課題への日本の対応方針】
食料安全保障の確立に向け、周辺国での我が国協力のリソースも活用しつつ、農業普及体制の確立、稲作の促進、及び小規模
農家の生計向上を図る。

協力プログラム名

食料安全保障支援

【現状と課題】
南スーダンでは、78％の家計が農牧畜業を主たる生計手段としている。しかしながら、穀物生産量は66万トン（2009年）であり、88.5万トンの穀物
需要を満たすことができない状態で、国際機関等による食糧援助や近隣国からの輸入に大きく依存している状況である。食糧援助への依存から
の脱却と食糧増産を早急に進める必要がある。

支援額

（億円）
備考

農業開発・食料安全保
障プログラム

新国家の復興から開発への移行を踏まえ、
農業開発の推進・食料安全保障の確立に貢
献する。

【凡例】　「協準」（＝全ての協力準備調査）、「詳細設計」（＝詳細設計）、「技プロ」（＝技術協力プロジェクト）、「開発計画」（＝開発計画調査型技術協力及び旧来の開発調査）、「個別専門家」、「個別機材」、「国別研修」、「課題別研修他」（＝課題別研修及び青年研修）、「ＪＯＣＶ」（＝青年海外協力隊）、
「ＳＶ」（＝シニア海外ボランティア）、「第三国専門家」、「第三国研修」、「科学技術」（＝科学技術協力（技プロ型及び個別専門家型））、「草の根技協」（＝草の根技術協力）、「○○省技協」（＝外務省・ＪＩＣＡ以外の省庁及び独立行政法人等が実施している技術協力）、「無償」（＝以下に特記するサブス
キームを除く全ての無償資金協力）、「ノンプロ」（＝ノン・プロジェクト無償）、「草の根無償」（＝草の根・人間の安全保障無償）、「日本ＮＧＯ」（＝日本ＮＧＯ連携無償）、「一般文化」（＝一般文化無償）、「草の根文化」（＝草の根文化無償）、「有償」（＝円借款）、「マルチ」（＝国際機関等を通じた多国間協
力スキーム）、実線「―――」（＝実施期間）、破線「- - - -」（＝実施予定期間）

実施期間

プロジェクト名 スキーム協力プログラム概要

農業開発・食料安全保
障支援


